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厚生労働省健康局長

（ 公 印 省 略 ）

中東呼吸器症候群を指定感染症として定める等の政令の施行等について

中東呼吸器症候群（病原体がベータコロナウイルス属ＭＥＲＳコロナウイル

スであるものに限る。以下単に「中東呼吸器症候群」という。）については、

平成24年９月以降、アラビア半島を中心に多数の発症事例が報告されている。

特に、平成26年４月以降、アラビア半島諸国における感染者が急速に増加する

とともに、輸入症例が世界各地において報告されているため、日本国内におい

ても、中東呼吸器症候群の患者が発生するおそれが高まっている。

本日、中東呼吸器症候群を指定感染症として定める等の政令（平成26年政令

第256号）、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令の

一部を改正する政令（平成26年政令第257号）、検疫法施行令の一部を改正する

政令（平成26年政令第258号）、中東呼吸器症候群を指定感染症として定める等

の政令第三条第一項の規定による感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律施行規則の規定の準用についての読替えに関する省令（平成26年

厚生労働省令第81号）及び検疫法施行規則の一部を改正する省令（平成26年厚

生労働省令第82号）が公布されたところである（別添１参照）。

これらの命令は、海外における中東呼吸器症候群の発生の状況等に鑑み、国

内で患者が発生した場合に備え、当該患者に対して適切な医療を公費により提

供する体制や検疫体制を整備すること等のため、所要の措置を講じるものであ

る。

これらの命令の概要等は下記のとおりであるので、貴職におかれては、貴管

内市町村及び関係機関等へ周知を図るとともに、その施行に遺漏なきを期され

たい。

記



第一 概要

１ 中東呼吸器症候群を指定感染症として定める等の政令の制定

（１）中東呼吸器症候群を感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律（平成10年法律第114号。以下「感染症法」という。）第６条第

８項の指定感染症として定めること。（第１条関係）

（２）感染症法第７条第１項の政令で定める期間は、中東呼吸器症候群につ

いては、中東呼吸器症候群を指定感染症として定める等の政令の施行の

日以後同日から起算して一年を経過する日（平成27年７月25日）までの

期間とすること。（第２条関係）

（３）中東呼吸器症候群については、感染症法第８条第１項、第12条（第４

項及び第５項を除く。）、第13条、第15条、第16条から第25条まで、第27

条から第30条まで、第34条、第35条、第36条（第３項を除く。）、第37条、

第38条（第７項を除く。）、第39条第１項、第40条から第44条まで、第57

条（第４号から第６号までを除く。）、第58条（第８号、第９号、第11号、

第13号及び第14号を除く。）、第59条、第61条第２項及び第３項、第63条、

第63条の２、第64条第１項、第65条、第65条の３並びに第66条の規定（こ

れらの規定に基づく命令の規定を含む。）を準用するとともに、所要の

読替えをすること。（第３条関係）

なお、中東呼吸器症候群については、別紙に掲げる感染症法上の措置

を主として講じることができるものであること。

（４）（３）において準用する感染症法の規定により都道府県等が処理する

事務のうち、第一号法定受託事務を規定すること。（第４条関係）

（５）その他必要な経過措置を定めるとともに、関係政令について所要の改

正を行うこと。

２ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令の一部

改正

ベータコロナウイルス属ＭＥＲＳコロナウイルスを感染症法第６条第22

項の三種病原体等に指定すること。（第２条関係）

３ 検疫法施行令の一部改正

（１）検疫法（昭和26年法律第201号）第２条第３号の政令で定める感染症

として中東呼吸器症候群を定めること。（第１条関係）

（２）中東呼吸器症候群の病原体の有無に関する検査の手数料を４，１５０

円と定めること。（別表第２関係）



４ 中東呼吸器症候群を指定感染症として定める等の政令第三条第一項の規

定による感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規

則の規定の準用についての読替えに関する省令の制定

中東呼吸器症候群を指定感染症として定める等の政令第３条第１項の規

定により感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規

則（平成10年厚生省令第99号）の規定を準用する場合における所要の読替

えをすること。（本則関係）

５ 検疫法施行規則の一部改正

中東呼吸器症候群の病原体に感染したおそれのある者については、仮検

疫済証に付する期間は336時間を超えてはならないものとすること。（第６

条第２項関係）

第二 施行期日等

１ 第一の命令は、公布の日から起算して10日を経過した日（平成26年７月

26日）から施行すること。

２ 第一の１の中東呼吸器症候群を指定感染症として定める等の政令及び同

４の中東呼吸器症候群を指定感染症として定める等の政令第三条第一項の

規定による感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行

規則の規定の準用についての読替えに関する省令は、同１の（２）の期間

の末日限り、その効力を失うこと。

第三 その他

１ 感染症発生動向調査事業実施要綱（平成11年３月19日付け健医発第458

号）の一部について、別添２のとおり改正すること。

２ この改正は、平成26年７月26日から適用すること。



別紙

中東呼吸器症候群について講じることのできる主な感染症法上の措置

疑似症患者に対する適用（第８条第１項）

医師の届出（第12条）

獣医師の届出（第13条）

感染症の発生の状況、動向及び原因の調査（第15条）

健康診断（第17条）

就業制限（第18条）

入院（第19条及び第20条）

移送（第21条）

退院（第22条）

感染症の病原体に汚染された場所の消毒（第27条）

ねずみ族、昆虫等の駆除（第28条）

物件に係る措置（第29条）

死体の移動制限等（第30条）

質問及び調査（第35条）

入院患者の医療（第37条）

※ 上記措置に附随する関係規定は省略している

※ 括弧内は、感染症法の条文番号
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感 染 症 発 生 動 向 調 査 事 業 実 施 要 綱 新 旧 対 照 表

新 旧

感 染 症 発 生 動 向 調 査 事 業 実 施 要 綱 感 染 症 発 生 動 向 調 査 事 業 実 施 要 綱

第 １ （ 略 ） 第 １ （ 略 ）

第 ２ 対 象 感 染 症 第 ２ 対 象 感 染 症
本 事 業 の 対 象 と す る 感 染 症 は 次 の と お り と す る 。 本 事 業 の 対 象 と す る 感 染 症 は 次 の と お り と す る 。

１ 全 数 把 握 の 対 象 １ 全 数 把 握 の 対 象
一 類 感 染 症 （ 略 ） 一 類 感 染 症 （ 略 ）

二 類 感 染 症 （ 略 ） 二 類 感 染 症 （ 略 ）

三 類 感 染 症 （ 略 ） 三 類 感 染 症 （ 略 ）

四 類 感 染 症 （ 略 ） 四 類 感 染 症 （ 略 ）

五 類 感 染 症 （ 全 数 ）（ 略 ） 五 類 感 染 症 （ 全 数 ）（ 略 ）

新 型 イ ン フ ル エ ン ザ 等 感 染 症 （ 略 ） 新 型 イ ン フ ル エ ン ザ 等 感 染 症 （ 略 ）

指 定 感 染 症 指 定 感 染 症
( 107)中 東 呼 吸 器 症 候 群 （ 病 原 体 が ベ ー タ コ ロ ナ ウ イ ル ス (107)鳥 イ ン フ ル エ ン ザ （ H ７ N ９ ）

属 Ｍ Ｅ Ｒ Ｓ コ ロ ナ ウ イ ル ス で あ る も の に 限 る ）、 ( 108)鳥 イ ン
フ ル エ ン ザ （ H ７ N ９ ）

２ 定 点 把 握 の 対 象 ２ 定 点 把 握 の 対 象
五 類 感 染 症 （ 定 点 ）（ 略 ） 五 類 感 染 症 （ 定 点 ）（ 略 ）

法 第 １ ４ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る 疑 似 症 法 第 １ ４ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る 疑 似 症
( 109)摂 氏 ３ ８ 度 以 上 の 発 熱 及 び 呼 吸 器 症 状 （ 明 ら か な 外 ( 108 )摂 氏 ３ ８ 度 以 上 の 発 熱 及 び 呼 吸 器 症 状 （ 明 ら か な 外

傷 又 は 器 質 的 疾 患 に 起 因 す る も の を 除 く 。） 若 し く は ( 110 )発 傷 又 は 器 質 的 疾 患 に 起 因 す る も の を 除 く 。） 若 し く は ( 109)発
熱 及 び 発 し ん 又 は 水 疱 （ た だ し 、 当 該 疑 似 症 が 二 類 感 染 症 、 熱 及 び 発 し ん 又 は 水 疱 （ た だ し 、 当 該 疑 似 症 が 二 類 感 染 症 、
三 類 感 染 症 、 四 類 感 染 症 又 は 五 類 感 染 症 の 患 者 の 症 状 で あ る 三 類 感 染 症 、 四 類 感 染 症 又 は 五 類 感 染 症 の 患 者 の 症 状 で あ る
こ と が 明 ら か な 場 合 を 除 く 。） こ と が 明 ら か な 場 合 を 除 く 。）
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３ （ 略 ） ３ （ 略 ）

第 ３ ～ 第 ４ （ 略 ） 第 ３ ～ 第 ４ （ 略 ）

第 ５ 事 業 の 実 施 第 ５ 事 業 の 実 施
１ ～ ３ （ 略 ） １ ～ ３ （ 略 ）

４ 法 第 １ ４ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る 疑 似 症 ４ 法 第 １ ４ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る 疑 似 症
（ １ ）（ 略 ） （ １ ）（ 略 ）

（ ２ ） 定 点 の 選 定 （ ２ ） 定 点 の 選 定
ア 疑 似 症 定 点 ア 疑 似 症 定 点

疑 似 症 の 発 生 状 況 を 地 域 的 に 把 握 す る た め 、 都 道 府 県 疑 似 症 の 発 生 状 況 を 地 域 的 に 把 握 す る た め 、 都 道 府 県
は 次 の 点 に 留 意 し 、 関 係 医 師 会 等 の 協 力 を 得 て 、 医 療 機 は 次 の 点 に 留 意 し 、 関 係 医 師 会 等 の 協 力 を 得 て 、 医 療 機
関 の 中 か ら 可 能 な 限 り 無 作 為 に 疑 似 症 定 点 を 選 定 す る 。 関 の 中 か ら 可 能 な 限 り 無 作 為 に 疑 似 症 定 点 を 選 定 す る 。
ま た 、 定 点 の 選 定 に 当 た っ て は 、 人 口 及 び 医 療 機 関 の 分 ま た 、 定 点 の 選 定 に 当 た っ て は 、 人 口 及 び 医 療 機 関 の 分
布 等 を 勘 案 し て 、 で き る だ け 当 該 都 道 府 県 全 体 の 疑 似 症 布 等 を 勘 案 し て 、 で き る だ け 当 該 都 道 府 県 全 体 の 疑 似 症
の 発 生 状 況 を 把 握 で き る よ う 考 慮 す る こ と 。 の 発 生 状 況 を 把 握 で き る よ う 考 慮 す る こ と 。

対 象 疑 似 症 の う ち 、 第 ２ の ( 109 )に 掲 げ る も の に つ い て 対 象 疑 似 症 の う ち 、 第 ２ の ( 108)に 掲 げ る も の に つ い て
は 、 小 児 科 を 標 榜 す る 医 療 機 関 （ 主 と し て 小 児 科 医 療 を は 、 小 児 科 を 標 榜 す る 医 療 機 関 （ 主 と し て 小 児 科 医 療 を
提 供 し て い る も の ） 又 は 内 科 を 標 榜 す る 医 療 機 関 （ 主 と 提 供 し て い る も の ） 又 は 内 科 を 標 榜 す る 医 療 機 関 （ 主 と
し て 内 科 医 療 を 提 供 し て い る も の ） を 第 一 号 疑 似 症 定 点 し て 内 科 医 療 を 提 供 し て い る も の ） を 第 一 号 疑 似 症 定 点
と し て 指 定 す る こ と 。 と し て 指 定 す る こ と 。

ま た 、 第 ２ の ( 110 )に 掲 げ る も の に つ い て は 、 小 児 科 を ま た 、 第 ２ の ( 109)に 掲 げ る も の に つ い て は 、 小 児 科 を
標 榜 す る 医 療 機 関 （ 主 と し て 小 児 科 医 療 を 提 供 し て い る 標 榜 す る 医 療 機 関 （ 主 と し て 小 児 科 医 療 を 提 供 し て い る
も の ）、 内 科 を 標 榜 す る 医 療 機 関 （ 主 と し て 内 科 医 療 を も の ）、 内 科 を 標 榜 す る 医 療 機 関 （ 主 と し て 内 科 医 療 を
提 供 し て い る も の ） 又 は 皮 膚 科 を 標 榜 す る 医 療 機 関 （ 主 提 供 し て い る も の ） 又 は 皮 膚 科 を 標 榜 す る 医 療 機 関 （ 主
と し て 皮 膚 科 医 療 を 提 供 し て い る も の ） を 第 二 号 疑 似 症 と し て 皮 膚 科 医 療 を 提 供 し て い る も の ） を 第 二 号 疑 似 症
定 点 と し て 指 定 す る こ と 。 定 点 と し て 指 定 す る こ と 。

な お 、 各 疑 似 症 定 点 の 数 は 下 記 の 計 算 式 を 参 考 と し て な お 、 各 疑 似 症 定 点 の 数 は 下 記 の 計 算 式 を 参 考 と し て
算 定 す る と と も に 、内 科 を 標 榜 す る 医 療 機 関 に つ い て は 、 算 定 す る と と も に 、内 科 を 標 榜 す る 医 療 機 関 に つ い て は 、
第 ５ の ３ （ ２ ） ア ⑤ に 掲 げ る 基 幹 定 点 の 要 件 を 満 た す 病 第 ５ の ３ （ ２ ） ア ⑤ に 掲 げ る 基 幹 定 点 の 要 件 を 満 た す 病
院 を ２ 次 医 療 圏 域 毎 に １ カ 所 以 上 含 む よ う 考 慮 す る こ と 。 院 を ２ 次 医 療 圏 域 毎 に １ カ 所 以 上 含 む よ う 考 慮 す る こ と 。



- 3 -

（ ３ ）（ 略 ） （ ３ ）（ 略 ）

５ ～ ６ （ 略 ） ５ ～ ６ （ 略 ）

第 ６ （ 略 ） 第 ６ （ 略 ）

第 ７ 実 施 時 期 第 ７ 実 施 時 期
こ の 実 施 要 綱 は 、 平 成 １ １ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 こ の 実 施 要 綱 は 、 平 成 １ １ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、

病 原 体 情 報 及 び 病 原 体 定 点 に 関 す る 項 目 に つ い て は 、 各 都 道 府 県 病 原 体 情 報 及 び 病 原 体 定 点 に 関 す る 項 目 に つ い て は 、 各 都 道 府 県
等 に お い て 実 施 可 能 と な り 次 第 、 実 施 す る こ と と し て 差 し 支 え な 等 に お い て 実 施 可 能 と な り 次 第 、 実 施 す る こ と と し て 差 し 支 え な
い 。 い 。

こ の 実 施 要 綱 の 改 正 は 、 平 成 １ ４ 年 １ １ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。 こ の 実 施 要 綱 の 改 正 は 、 平 成 １ ４ 年 １ １ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。
こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、 平 成 １ ５ 年 １ １ 月 ５ 日 か ら 施 行 す こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、 平 成 １ ５ 年 １ １ 月 ５ 日 か ら 施 行 す

る 。 る 。
こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 １ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。 こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 １ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。
こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、 平 成 １ ８ 年 ６ 月 １ ２ 日 か ら 施 行 す こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、 平 成 １ ８ 年 ６ 月 １ ２ 日 か ら 施 行 す

る 。 る 。
こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、 平 成 １ ８ 年 １ １ 月 ２ ２ 日 か ら 施 行 こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、 平 成 １ ８ 年 １ １ 月 ２ ２ 日 か ら 施 行

す る 。 す る 。
こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 ２ ０ 年 １ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。 こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 ２ ０ 年 １ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。
こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。 こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。
こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、 平 成 ２ ０ 年 ５ 月 １ ２ 日 か ら 施 行 す こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、 平 成 ２ ０ 年 ５ 月 １ ２ 日 か ら 施 行 す

る 。 る 。
こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 ２ ３ 年 ２ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。 こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 ２ ３ 年 ２ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。
こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 ２ ３ 年 ９ 月 ５ 日 か ら 施 行 す る 。 こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 ２ ３ 年 ９ 月 ５ 日 か ら 施 行 す る 。
た だ し 、 第 ５ の ３ の （ ２ ） の ② の 指 定 に つ い て は 、 平 成 ２ ３ 年 た だ し 、 第 ５ の ３ の （ ２ ） の ② の 指 定 に つ い て は 、 平 成 ２ ３ 年

７ 月 ２ ９ 日 か ら 施 行 す る 。 ７ 月 ２ ９ 日 か ら 施 行 す る 。
こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 ２ ５ 年 ３ 月 ４ 日 か ら 施 行 す る 。 こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 ２ ５ 年 ３ 月 ４ 日 か ら 施 行 す る 。

 
保健所管内人口 定点数 

～３万人 ３ 

３万人～７．５万人 ４ 

７．５万人～１２．５万人 ７ 

１２．５万人～ ７＋６×（人口－１２．５万人）／１０万人 

 
保健所管内人口 定点数 

～３万人 ３ 

３万人～７．５万人 ４ 

７．５万人～１２．５万人 ７ 

１２．５万人～ ７＋６×（人口－１２．５万人）／１０万人 
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こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 ２ ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。 こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 ２ ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。

こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 ２ ５ 年 ５ 月 ６ 日 か ら 施 行 す る 。 こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、平 成 ２ ５ 年 ５ 月 ６ 日 か ら 施 行 す る 。
こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、 平 成 ２ ５ 年 １ ０ 月 １ ４ 日 か ら 施 行 こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、 平 成 ２ ５ 年 １ ０ 月 １ ４ 日 か ら 施 行

す る 。 す る 。
こ の 実 施 要 綱 の 一 部 改 正 は 、 平 成 ２ ６ 年 ７ 月 ２ ６ 日 か ら 施 行 す

る 。



 

 

健 感 発 0 7 1 6 第 1 号  

平 成 2 6 年 7 月 1 6 日 

 

都 道 府 県 

各 保健所設置市  衛生主管部（局）長 殿 

特 別 区 

 

 

                    厚生労働省健康局結核感染症課長    

（公  印  省  略）    

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 条第１項 

及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等について（一部改正） 

 

本日、中東呼吸器症候群を指定感染症として定める等の政令（平成 26 年政令第 256 号）、

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令の一部を改正する政令

（平成26年政令第257号）、検疫法施行令の一部を改正する政令（平成26年政令第258号）、

中東呼吸器症候群を指定感染症として定める等の政令第三条第一項の規定による感染症の

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則の規定の準用についての読替え

に関する省令（平成 26 年厚生労働省令第 81 号）及び検疫法施行規則の一部を改正する省

令（平成 26 年厚生労働省令第 82 号）が公布されたところである。 

これを踏まえ、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 条第

１項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等について」（平成 18 年３月８日健感発第

0308001 号当職通知）の別紙「医師及び指定届出機関の管理者が都道府県知事に届け出る

基準」の一部について、別添の新旧対照表のとおり改正し、平成 26 年７月 26 日から適

用することとしたので御了知いただくとともに、貴管内市町村、関係機関等に周知願い

たい。 

 

 



別添  

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 条第 1項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等について」 新旧対照表 
新 旧 

 

別紙 

医師及び指定届出機関の管理者が都道府県知事に届け出る基準 

 

第１～６ （略） 

 

第７ 指定感染症 

 

１ 中東呼吸器症候群（病原体がベータコロナウイルス属ＭＥＲＳコロナウイルス

であるものに限る。） 

 

（１）定義 

コロナウイルス科ベータコロナウイルス属のＭＥＲＳ（Middle East 

Respiratory Syndrome）コロナウイルスによる急性呼吸器症候群である。 

（２）臨床的特徴 

ヒトコブラクダがＭＥＲＳコロナウイルスを保有しており、ヒトコブラ

クダとの濃厚接触が感染リスクであると考えられている。一方、家族間、

感染対策が不十分な医療機関などにおける限定的なヒト－ヒト感染も報

告されている。中東諸国を中心として発生がみられている。 

潜伏期間は２～１４日（中央値は５日程度）。臨床像は、無症状例から急

性呼吸窮迫症候群（ＡＲＤＳ）を来す重症例まである。典型的な病像は、

発熱、咳嗽等から始まり、急速に肺炎を発症し、しばしば呼吸管理が必要

となる。下痢などの消化器症状のほか、多臓器不全（特に腎不全）や敗血

性ショックを伴う場合もある。高齢者や糖尿病、腎不全などの基礎疾患を

持つ者での重症化傾向がより高い。 

（３）届出基準 

ア 患者（確定例） 

医師は、（２）の臨床的特徴を有する者について、（４）に該当すること

等から中東呼吸器症候群が疑われ、かつ、次の表の左欄に掲げる検査方法

により、病原体の少なくとも２つの遺伝子領域が確認されたことから、当

該者を中東呼吸器症候群と診断した場合には、法第１２条第１項の規定に

よる届出を直ちに行わなければならない。 

この場合において、検査材料は同表の右欄に定めるもののいずれかを用

いること。 

 

別紙 

医師及び指定届出機関の管理者が都道府県知事に届け出る基準 

 

第１～６ （略） 

 

第７ 指定感染症 

 

（新規） 
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イ 疑似症患者 

医師は、（２）の臨床的特徴を有する者について、（４）に該当すること

等から中東呼吸器症候群が疑われ、かつ、次の表の左欄に掲げる検査方法

により、病原体の少なくとも１つの遺伝子領域が確認されたことから、当

該者を中東呼吸器症候群の疑似症と診断した場合には、法第１２条第１項

の規定による届出を直ちに行わなければならない。 

この場合において、検査材料は同表の右欄に定めるもののいずれかを用

いること。 

ウ 感染症死亡者の死体 

医師は、（２）の臨床的特徴を有する死体について、（４）に該当するこ

と等から中東呼吸器症候群が疑われ、かつ、次の表の左欄に掲げる検査方

法により、病原体の少なくとも２つの遺伝子領域が確認されたことから、

当該者を中東呼吸器症候群により死亡したと判断した場合には、法第１２

条第１項の規定による届出を直ちに行わなければならない。 

この場合において、検査材料は同表の右欄に定めるもののいずれかを用

いること。 

エ 感染症死亡疑い者の死体 

医師は、（２）の臨床的特徴を有する死体について、（４）に該当するこ

と等から中東呼吸器症候群により死亡したと疑われる場合には、法第１２

条第１項の規定による届出を直ちに行わなければならない。 

 

検査方法 検査材料 

検体から直接のＰＣＲ法による病原体の遺伝子の検

出 

鼻腔吸引液、鼻腔拭い

液、咽頭拭い液、喀痰、

気道吸引液、肺胞洗浄

液、剖検材料 
分離・同定による病原体の検出 

 

（４）感染が疑われる患者の要件 

患者が次のア、イ又はウに該当し、かつ、他の感染症又は他の病因によ

ることが明らかでない場合、中東呼吸器症候群への感染が疑われるので、

中東呼吸器症候群を鑑別診断に入れる。ただし、必ずしも次の要件に限定

されるものではない。 
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ア ３８℃以上の発熱及び咳を伴う急性呼吸器症状を呈し、臨床的又は放射

線学的に肺炎、ＡＲＤＳなどの実質性肺病変が疑われる者であって、発症

前１４日以内にＷＨＯの公表内容から中東呼吸器症候群の初発例の発生が

確認されている地域に渡航又は居住していたもの 

イ 発熱を伴う急性呼吸器症状（軽症の場合を含む。）を呈する者であって、

発症前１４日以内にＷＨＯの公表内容から中東呼吸器症候群の初発例の発

生が確認されている地域において、医療機関を受診若しくは訪問したもの、

中東呼吸器症候群であることが確定した者との接触歴があるもの又はヒト

コブラクダとの濃厚接触歴があるもの 

ウ 発熱又は急性呼吸器症状（軽症の場合を含む。）を呈する者であって、発

症前１４日以内に、中東呼吸器症候群が疑われる患者を診察、看護若しく

は介護していたもの、中東呼吸器症候群が疑われる患者と同居していたも

の又は中東呼吸器症候群が疑われる患者の気道分泌液若しくは体液等の汚

染物質に直接触れたもの 

 

２ 鳥インフルエンザ（Ｈ７Ｎ９） 

（１）～（３） （略） 

 

第８ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥インフルエンザ（Ｈ７Ｎ９） 

（１）～（３） （略） 

 

第８ （略） 
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新 旧 

別記様式１～５ （略） 
別記様式６－１ 

 

別記様式１～５ （略） 
（新規） 
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別記様式６－２ 鳥インフルエンザ（Ｈ７Ｎ９） （略） 
 

別記様式７ （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別記様式６－１ 鳥インフルエンザ（Ｈ７Ｎ９） （略） 
 
別記様式７ （略） 
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健感発 0725 第１号 

平成 26 年７月 25日 

 

都 道 府 県 

各  保健所設置市  衛生主管部（局）長 殿 

   特  別  区 

 

 

厚生労働省健康局結核感染症課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

中東呼吸器症候群（MERS）の指定感染症への指定後の対応について 

 

 

中東呼吸器症候群（以下「MERS」という。）を指定感染症として定める等の政令（平成

26年政令第256号）等が平成26年７月26日から施行されるところです。これに伴い、MERS

に感染した疑いのある患者が発生した場合の標準的対応フローを別添１のとおり策定しま

したので、業務の実施に当たって御活用ください。当面、MERSに感染した疑いのある患者

について、地方衛生研究所において診断検査を実施する際は、別添２の別記様式を参考に、

結核感染症課まで情報提供をお願いします。 

また、国立感染症研究所ホームページにおいて、次に掲げる情報を近日中に掲載するこ

ととしておりますので、お知らせします。 

 「中東呼吸器症候群（MERS）・鳥インフルエンザ(H7N9)患者搬送における感染対策」 

 「中東呼吸器症候群（MERS）・鳥インフルエンザ(H7N9)に対する院内感染対策」 

 「中東呼吸器症候群（MERS）に対する積極的疫学調査実施要領」 

なお、「中東呼吸器症候群（MERS）に関する対応について（協力依頼）」（平成26年５

月16日健感発0516第２号厚生労働省健康局結核感染症課長通知）は、今月26日をもって廃

止します。 

 

資料 

別添１：中東呼吸器症候群（MERS）疑い患者が発生した場合の標準的対応フロー 

別添２：情報提供の際に使用する別記様式 

 

（参考ホームページ） 

厚生労働省「中東呼吸器症候群（MERS）について」 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou19/mers.html 

国立感染症研究所「中東呼吸器症候群（MERS）」 

http://www.nih.go.jp/niid/ja/diseases/ka/hcov-emc/2186-idsc/2686-novelcorona2012.html   

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou19/mers.html
http://www.nih.go.jp/niid/ja/diseases/ka/hcov-emc/2186-idsc/2686-novelcorona2012.html


医療機関 
○MERSに感染した疑いのある患者（届出基準（４）参照）を診察 

地方衛生研究所 
○ PCR検査実施 
 （配布された試薬（upEプライ
マー）を使用し、MERSコロナウイ
ルスの遺伝子領域（１カ所）の有
無を確認） 
 
 
 
 

国立感染症研究所 
○MERSコロナウイルスの確認検査の実施 
○厚生労働省（結核感染症課）・検体送付元
の地方衛生研究所へ報告 

厚生労働省 
○当該都道府県等へ
連絡 

厚生労働省 
○当該都道府県等への連絡・
調整 
○公表 

保健所 
○都道府県等へ報告・行政検査  
 実施の適否を判断 
 

○医療機関から患者検体を確保 
 し、地方衛生研究所へ搬入 

中東呼吸器症候群（MERS）疑い患者が発生した場合の標準的対応フロー  （別添１） 

都道府県等 厚生労働省 

平成26年7月25日現在 

都道府県等 
○保健所へ連絡 
○厚生労働省と連絡・調整 
○公表 

連絡・調整 

陽性 

情報提供・相談 

報告 情報提供 

検査を実施する場合 

検査実施が 
困難な場合 

都道府県等・保健所 
○厚生労働省へ報告 
○医療機関へ報告 
○疑似症患者の届出 
 を医療機関に依頼 

 
厚生労働省 

 

連絡・調整 

国立感染症研究所 
ウイルス第三部へ 
検体を送付 

陽性＝確定例 陰性 

陰性 

報告 

報告 

保健所 
○医療機関へ報告 

連絡・調整 

報告 



【別 記 様 式】                               別添２ 

 

平成２６年○月○日 

 

厚生労働省健康局結核感染症課 宛て 

○○県○○部○○課 

 

中東呼吸器症候群（MERS）疑い患者について 

 

下記のとおり中東呼吸器症候群（MERS）に感染した疑いのある患者について、これから○○研究

所において検査を実施するため、その旨情報提供します。 

 

記 

 

平成 26 年○月○日(○)○○保健所管内○○病院から連絡  

 

＜患者について（任意）＞ 

○○市（区・町）在住 

性別：○性 

年齢：○歳 

職業： 

基礎疾患： 

 

 

＜患者の履歴（分かる限りで）＞ 

H26.○.○～○.○.（○○に滞在） 

 現地での行動歴（病院の訪問歴、動物との接触歴等）： 

H26.○.○～（帰国 or 日本入国） 

H26.○.○～（症状・発症日） 

入院日（救急搬送日）：H26 年○月○日 

 

 

＜現在の症状等（分かる限りで）＞ 

現在の症状（分かる限り細かく）： 

治療状況（分かる限り細かく）  ： 

他に疑われる感染症等の検査結果： 

 

 

＜MERS 診断検査＞ 

検査実施機関： 

検体の種類： 

検査結果判明予定時刻： 




